
 

 

東京都板橋区文化財保護奨励金及び補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京都板橋区文化財保護条例（昭和５８年板橋区条例第１６号。以下

「条例」という。）第７条並びに第１５条第１項及び第２項の規定に基づく奨励金及び補助

金の交付に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（奨励金の額） 

第２条 奨励金の額は、別表１のとおりとする。 

（奨励金の交付申請） 

第３条 奨励金の交付申請は、区長が特別の事情があると認める場合のほか毎年５月末日ま

でに、別記第１号様式の申請書を区長に提出して行うものとする。 

２ 区長は、必要があると認めるときは、前項の申請の際に次の各号の書類等の提出を求め

ることができる。 

⑴ 交付対象事業計画書（別記第２号様式） 

⑵ 経費予算書（別記第３号様式） 

⑶ 前年度の収支予算書及び当該年度の収支予算書（交付対象者が個人の場合は除く。） 

⑷ 団体に関する調書（別記第４号様式） 

⑸ その他参考となる資料 

（奨励金の交付決定及び通知） 

第４条 区長は、前条の規定による申請書の提出があった場合において、交付を決定したと

きは別記第５号様式の通知書により、当該交付対象者に対して通知するものとする。 

（奨励金の交付に係る実績報告書） 

第５条 区長は、必要があると認めるときは、奨励金の交付を受けた者に対して別記第６号

様式の報告書の提出を求めることができる。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、別表２のとおりとし、指定無形文化財及び指定無形民俗文化財につ

いての交付対象経費の明細は、別表３のとおりとする。ただし、次の各号に掲げる経費に

ついては、当該事業の必要経費の４分の３を上限として、予算の範囲内で別に額を定める。 

⑴ 条例第１５条第１項の管理に要する経費のうち、防災施設設備及び保存施設設備の整

備等に要する経費 

⑵ 条例第１５条第１項の修理に要する経費 

⑶ 条例第１５条第２項の保存に要する経費のうち、その保存に必要な道具等の補修・整

備等に要する経費 

⑷ その他区長が必要かつ適当と認める経費 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付申請は、別表２については、区長が特別の事情があると認める場合の

ほか毎年５月末日までに、前条ただし書に規定する経費については、必要が生じたとき速

やかに、別記第１号様式の申請書を区長に提出して行うものとする。 



 

 

２ 別表２に規定する指定無形文化財及び指定無形民俗文化財並びに前条ただし書に規定す

る経費についての補助金の申請に当たっては、前項に掲げる申請書に第３条第２項各号に

掲げる書類等を添付しなければならない。ただし、区長が必要がないと認めるときは、そ

の一部を省略することができる。 

（補助金の交付決定及び通知） 

第８条 区長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、これを審査の上交付を決

定し、別記第５号様式の通知書により当該交付対象者に対して通知するものとする。 

（補助金の交付の条件） 

第９条 第７条第２項に規定する補助金の交付決定に当たっては、区長は、次の各号に掲げ

る事項を条件として付するものとする。 

⑴ 補助金の交付決定後に事情の変更により交付対象事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなったときは、交付決定した補助金の全部又は一部を取り消すことがある。 

⑵ 次の各号の一に該当する場合は、あらかじめ区長の承認を受けなければならない。た

だし、ア・イに掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りではない。 

ア 交付対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

イ 交付対象事業の内容を変更しようとするとき。 

ウ 交付対象事業を中止又は廃止しようとするとき。 

エ 交付対象事業により取得し、又は効用を増加した財産を補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするとき。 

⑶ 交付対象事業は、原則として当該会計年度内に完了しなければならない。 

⑷ 交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は速やか

にその理由、その他必要な事項を書面により報告しなければならない。 

⑸ 交付対象事業が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されてい

ないと認めるときは、交付対象事業の是正又は一時停止を命ずることができる。 

⑹ 補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、決定の通知の

受領後１４日以内に申請を取り下げることができる。 

⑺ その他特に必要な事項 

（補助金の交付に係る実績報告書） 

第１０条 第７条第２項の規定に基づく申請により補助金の交付を受けた者は、交付対 

象事業が完了したとき（交付対象事業の廃止の承認を受けたときを含む。）又は補助 

金の交付決定に係る会計年度の終了後、直ちに別記第６号様式の報告書を提出しなけ 

ればならない。 

（補助金の額の確定等） 

第１１条 区長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、これを審査し、交付す

べき補助金の額を確定し、別記第７号様式の通知書により当該交付対象者に通知しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 



 

 

付  則 

１ この要綱は、昭和５９年５月１日から施行する。 

２ 東京都板橋区文化財保存助成金補助金交付要綱（昭和４５年７月１日適用）は、昭和５

９年４月３０日に廃止する。 

付  則 

この要綱は、昭和６１年２月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成９年３月１日から施行する。 

  付  則 

この要綱は、平成２１年５月１１日から施行する。 

  付  則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   付  則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

別表１ 

 

文 化 財 の 種 類 

交 付 金 額 （ 年 額 ） 

交 付 対 象 者 

登 録 文 化 財 
国又は都の文化財に指定

されている登録文化財 

有 形 文 化 財 

（ 建 造 物 ） 

１件      円 

５０，０００ 

１件       円 

１００，０００ 
所 有 者 等 

有 形 文 化 財 

（建造物を除く） 

有形民俗文化財 

記 念 物 

２０，０００ ５０，０００ 所 有 者 等 

無 形 文 化 財 

無形民俗文化財 
必要額の範囲内で、個別に決定する。 

保持者又は保持団体の

代表者 

備 考 

１ 件数は、文化財登録台帳の登録ごとに１件とする。 

２ 同一会計年度内に補助金の交付を受けた文化財については、奨励金を交付しない。 

奨励金の額（第２条関係） 

 

 

別表２ 

 

補助金の額（第６条第１項関係） 

文 化 財 の 種 類 交 付 金 額 （ 年 額 ） 交 付 対 象 者 

指 定 有 形 文 化 財 

（ 建 造 物 ） 

１件       円 

１００，０００ 
所 有 者 等 

指 定 有 形 文 化 財 

（建造物を除く） 

指定有形民俗文化財 

指 定 記 念 物 

５０，０００ 所 有 者 等 

指 定 無 形 文 化 財 

指定無形民俗文化財 
必要額の範囲内で、個別に決定する。 保持者又は保持団体の代表者 

備 考 

１ 件数は、文化財登録台帳の登録ごとに１件とする。 

２ 同一会計年度内に奨励金の交付を受けた文化財については、補助金を交付しない。 



 

 

 別表 ３   

     

     

 
 交付対象経費の明細（第６条関係） 

 

区  分 補助対象事業 事業内容 

 

区
指
定
文
化
財 

無
形
文
化
財 

伝承者養成 研修会・講習会の開催、実技指導 

 

研修発表会 伝承養成事業の成果発表会 

 保存に必要な道具等の補

修整備事業 
伝承養成事業に必要な用具等の修理・購入 

 

保存伝承事業 

保存に必要な設備の修理・購入 

 

保存に必要な材料・用具の修理・購入 

 

無
形
民
俗
文
化
財 

伝承者養成 研修会・講習会の開催、実技指導 

 

保存伝承事業 

保存に必要な設備の修理・購入 

 

保存に必要な材料・用具の修理・購入 

 

現地公開、発表会等に要する費用 

 

会議費（役員会・総会等） 

 

会場費（会議・稽古等） 

 公開事業の各種経費（参加費・運搬費・交通費等）

区主催事業を除く 

 

事務費（事務用消耗品・備品等） 

 



第１号様式 

 

      年  月  日 

 

 

板橋区長 様 

 

住 所 

氏 名 

（名 称） 

（保持団体名・代表者名） 

 

 

奨励金 

年度板橋区文化財保護     交付申請書 

補助金 

 

 

板 橋 区 文 化 財 保 護 奨 励 金 及 び 補 助 金 交 付 要 綱 に 基 づ き 下 記 の  

      

奨励金 

と お り     の 交 付 を 受 け た い の で 申 請 し ま す 。  

        補助金  

 

記 

 

 

１  交付の申請に係る文化財の名称 

      

 

２  対象事業名 

      

 

３  交付申請額 

      

 

  

             

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                  

                                

 

 

  

 

 

 

      

 

   

 

 

       

      

 

       

      

 

       

      



第２号様式 

      

               奨励金 

    年度板橋区文化財保護     交付対象事業計画書 

                    補助金 

 

 

申請者                 

 

文 化 財 の 名 称    

交付対象事業名    

交
付
対
象
事
業
の
目
的 

 

 

 

 

 

 

 

交
付
対
象
事
業
の
内
容 

 

 

 

交
付
対
象
事
業
の
効
果 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 着 手 

予 定 年 月 日 
  年 月 日 

事 業 完 了 

予 定 年 月 日 
    年 月 日 

（注）工事関係の事業については設計仕様、設計図面を添えること。



第３号様式 

      年度 

 

                     奨励金 

板橋区文化財保護     交付対象事業経費予算書 

                 補助金 

 

総  事  業  費                            円  

対  象  経  費                            円  

交 付 申 請 額                            円  

対 
 

象 
 

事 
 

業 
 

の 
 

収 
 

支 
 

予 
 

算 

収 
 

入 
 

の 
 

部 

科     目 金     額 内     訳 

 

 

 

 

  

計 
  

支 
 

出 
 

の 
 

部 

科     目 金     額 内     訳 

対 

象 

経 

費 
 

 

 

 

  

小   計 
  

そ

の

他

の

経

費 

 

 

 

 

  

小   計 
  

計 
  

備   考 

（注）資金計画及び支出内訳について記載のこと。



第４号様式 

 

団  体  に  関  す  る  調  書 

 

  

 年  月  日現在 

団  体  名 

 

 

団体の所在地 

 

 電話 

 

団
体
の
主
な
事
業 

 

 

 

 

 

 

団
体
の
資
産
及
び
負
債 

 

 

 

 

 

資
金
の
負
担
状
況 

 

 

 

 

 

役
員
及
び
構
成
員
支
部

等 

 

 

 

 

 

 



第５号様式 

 

    板教生第 号 

                                年  月  日 

 

住  所  

 

氏名又は名称  

 

 

  年   月  日付で交付申請のあった     年 度  

 

            奨励金  

東京都板橋区文化財保護      は、下記により交付します。  

             補助金  

 

 年  月  日  

 

板橋区長   

 

 

記  

 

１  交付金額  

 

 

 

２  交付対象文化財の名称  

 

 

 

３  交付対象事業名  



第５号様式裏面 

 

交付の条件  

⑴ 補助金の交付決定後に事情の変更により交付対象事業の全部又  

   は一部を継続する必要がなくなったときは、交付決定した補助金  

   の全部又は一部を取り消すことがある。  

⑵ 次の各号の一に該当する場合は、あらかじめ区長の承認を受け  

  な ければならない。ただし、ア・イに掲げる事項のうち軽微なも  

  の については、この限りではない。  

   ア．交付対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。  

   イ．交付対象事業の内容を変更しようとするとき。  

   ウ．交付対象事業を中止又は廃止しようとするとき。  

   エ．交付対象事業により取得し、又は効用を増加した財産を補助  

    金 の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、  

   又は担保に供しようとするとき。  

⑶ 交付対象事業は、原則として当該会計年度内に完了しなければ  

  な らない。  

⑷ 交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難  

  と なった場合は速やかにその理由、その他必要な事項を書面によ  

   り報告しなければならない。  

⑸ 交付対象事業が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件  

  に 従って遂行されていないと認めるときは、交付対象事業の是正  

 又 は一時停止を命ずることができる。  

⑹ 補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議がある  

   ときは、決定の通知の受領後１４日以内に申請を取り下げること  

  が できる。



第６号様式 

  年  月  日 

 

板橋区長 様 

 

住  所 

 

氏  名 

 

 

    年度 板橋区文化財保護補助金交付対象事業実績報告書 

 

下記のとおり補助金交付対象事業の実績報告をいたします。 

 

記 

 

１ 文化財の名称 

 

 

 

２ 交付対象事業名 

 

 

 

３ 交付決定額 

 

 

 

４ 交付対象事業の成果 

 

 

 

５ 添付書類 

 

 

 

 

 

 



第６号様式裏面 

６ 奨励金又は補助金に係わる収支計算に関する事項 

総 事 業 費                             円 

対 象 経 費                             円 

交 付 金 額                             円 

収 
 

入 
 

の 
 

部 

科     目 金     額 内     訳 

   

計 
  

支 
 

出 
 

の 
 

部 

科     目 金     額 内     訳 

対 

象 

経 

費 

   

小   計 
  

そ

の

他

の

経

費 

   

小   計 
  

計 
  

７ その他 



第７号様式 

 

 

 

年度板橋区文化財保護補助金の額の確定通知書 

 

 

 

 

 

             様 

 

 

     年  月  日付で実績報告のあった   

 年度板橋区文化財 

 

保護補助金「             保存事業」については、東京都 

 

板橋区文化財保護奨励金及び補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下 

 

記のとおり額を確定します。 

 

 

    年  月  日 

 

 

板橋区長  

 

 

 

記 

 

 

確定額         円 

 

 

 


